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１ 練馬区の人口動向 

 （１） 人口の推移（平成 23 年～令和３年）  

①区の総人口の推移 

総人口は一貫して増加しています。令和元年は 7,000 人を超える増となり、令和２年４月に
74 万人を突破しました。しかし、コロナ禍の令和 2 年は 664 人の増に留まるなど、増加傾向
が鈍化しています。 

 

 

②年齢構成で見てみると・・・・・ 

総人口を 4 つの年齢区分別の構成比で見てみると、後期高齢者人口比率が上昇している一
方、年少人口比率は一貫して低下しています。少子高齢化が確実に進んでいます。 
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■区の総人口推移（平成23年〜令和３年）※各年１月１日時点

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳） 前期高齢者人口（65-74歳） 後期高齢者人口（75歳-)

（人）
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■年齢四区分比率の推移（平成23年〜令和３年）

年少人口比率
（0-14歳）

高齢者人口比率
（65歳-）

後期高齢者人口比率
（75歳-）

生産年齢人口比率
（15-64歳）

（出典）練馬区「住⺠基本台帳人口」より作成 

（出典）練馬区「住⺠基本台帳人口」より作成 
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（2） 人口増加の要因  

人口が増減する要因には、「①自然動態（出生・死亡）によるもの」と「②社会動態（転入・転
出）によるもの」の二つがあります。 

 
①自然動態の状況 

出生数は 6,000 人前後で推移してきましたが、平成 28 年ごろから減少傾向にあります。一
方、死亡数は年々増加しています。平成 29 年に初めて自然減に転じ、その後減少幅が拡大し
ています。 

 

区の合計特殊出生率※は、平成 28 年に都を下回り、その後下落傾向が続いています。 

 

※合計特殊出生率…15〜49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの  
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■国・都・区の合計特殊出生率の推移（平成23年〜令和２年）

国・合計特殊出生率 都・合計特殊出生率 区・合計特殊出生率

【出典】東京都福祉保健局「人口動態統計」 

（出典）「ねりまの保健衛生」より作成 
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■自然増減(出生数ー死亡数)の推移(平成23年〜令和２年)

出生数 死亡数 自然増減

（件）

（出典）東京都福祉保健局「人口動態統計」より作成 
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②社会動態の状況 

平成 23 年以降転入超過が続いていますが、新型コロナ感染拡大の影響を受け、令和 2 年は
令和元年より転入者数が減少し、転出者数が増加しています。 

 

 

③直近の人口増加の特徴 

外国人人口は、東日本大震災の影響により一時的に減少しましたが、その後増加傾向が続
き、平成 27 年以降は 1,000 人を超える増加が続いてきました。しかし、令和２年には外国人
が 1,362 人減少するなど、新型コロナ感染拡大の影響を大きく受けています。 

 
  

1,034 

1,224 1,248 
2,022 

2,649 2,385 
2,724 

2,822 

5,725 

1,817 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

44,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

■社会増減（転入者数ー転出者数）の推移（平成23〜令和２年）※日本人のみ

転入者数 転出者数 社会増減(右軸)

（出典）練馬区「住⺠基本台帳人口」より作成 

（出典）総務省「住⺠基本台帳人口移動報告」より作成 

5,080 

3,263 

918 1,518 1,636 1,832 
2,750 3,343 2,842 2,950 2,541 

5,165 

2,026 

668 

264 

-87 
-895 

-277 

118 
694 

1,110 1,760 1,818 
1,413 

1,837 

-1,362 

+5,748 

+3,527 

+831 
+623 +1,359 

+1,950 
+3,444 

+4,453 +4,602 +4,768 

+3,954 

+7,002 

+664 

-50,000

-40,000

-30,000

-20,000

-10,000

0

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

■区の年間の人口増減数（平成20年〜令和２年）
（日本人、外国人別、各年1月1日時点の人口間で比較）

人口増減数（日本人） 人口増減数（外国人）
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２ 練馬区の人口の特徴  

 （１） 周辺自治体との比較 ～年齢構成比でみてみると～ 

練馬区と周辺自治体の人口を年齢三区分別の構成比率で比較しています。区部平均と比較する
と、年少人口比率が高い一方で、高齢者人口比率は若干高くなっています。 

 

 

 （２） 周辺自治体との比較 ～「子育て世帯」が多い～ 

総世帯に占める 「15 歳未満世帯員のいる世帯」の比率でみると、16.5%と比較的高い値となっ
ています。練馬区は子育て世帯の多い自治体と言えます。 
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■年齢三区分比率（周辺自治体との比較）
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■総世帯に占める15歳未満世帯員のいる世帯の比率

（出典）東京都「住⺠基本台帳による東京都の世帯と人口（令和３年 1 月）」より作成 

（出典）総務省「平成 27 年国勢調査」より作成 
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３ 直近の人口動向 

区の人口は、例年３・4 月に進学・就職に伴う転入により人口が大きく増加する傾向にありま
す。令和元年は３・４月に人口が大きく増加し、それ以外の月も全て人口増でした。一方、令和
３年は３・４月に人口が増加しましたが例年よりも少なく、７月以降は人口減が続いています。 

※令和 3 年は 1 月から 10 月までの推移 
 
新型コロナの影響により、区の人口増を支えてきた区外からの転入超過と外国人人口のいずれ

もが減少しています。令和 3 年 11 月 1 日時点の区の人口は、令和 3 年 1 月 1 日時点の人口より
984 人減少しており、この傾向が続けば令和 3 年は人口減に転じる可能性もあります。 

コロナ禍による人口動向の変化が一時的なものなのか、⻑期的なものなのか、今後の動向を注
視していく必要があります。 
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（出典）練馬区「住⺠基本台帳人口」より作成 
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１ 日本経済の情勢 

 （１） 経済 

新型コロナの急速な感染拡大により、令和２年度の国内総生産（GDP）の対前年度成⻑率は、
戦後２番目の落ち込みとなるマイナス 4.6%、令和 3 年度は 3.7%が見込まれます。 

 
 
 

 （２） 国の財政状況 

国の普通国債残⾼は累増し、債務残⾼の対 GDP 比は先進諸国で最悪の水準が見込まれます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （３） 人口動向 

世界で最も早く少⼦⾼齢化が進⾏しており、労働⼒の不⾜や、経済的な競争⼒の低下などの
諸問題の深刻化が懸念されています。 
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■実質GDP成⻑率

(出典)令和元年度まで｢内閣府国⺠経済計算｣、令和２年度以降｢令和 3 年度内閣府年央試算」 
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いずれも(出典)｢日本の財政関係資料(令和 3 年 10月財務省)｣より作成 
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(出典)「日本の統計 2021（総務省統計局）」より作成 
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２ 区財政の状況 

 （１） 歳入の状況 

① 歳入構造 

区の歳⼊の約 5 割は景気動向の影響を受けやすい特別区交付金と特別区税が占めていま
す。 

 
② 不合理な税制改正の影響 

令和２年度決算では、特別区交付金は、地方法人税の一部国税化の影響により、交付額が
前年度から 86 億円減少しました。特別区税は、ふるさと納税の影響により、24 億円の減収
となりました。 
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■特別区交付金の推移(億円)

(年度)
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■ふるさと納税による特別区税減収額
(億円) 

(年度) 

特別区交付金
797 億円
（28%）

特別区税
657 億円
（23%）

地方消費税交付金
146 億円（5%）

その他一般財源
58 億円(2%)

国庫支出金
543 億円

(19%)

都支出金
247 億円

(9%)

繰⼊金
170 億円(6%)

特別区債
102 億円(4%)

その他特定財源
106 億円(4%)

■令和３年度一般会計歳⼊予算

【歳⼊総額】 

2,826 億円 

特別区交付金 

特別区税が 

約５割を占める 
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（２） 歳出の状況 

① 歳出構造 

区の裁量で削減が困難な義務的経費が約６割であり、このうち大半を扶助費が占めていま
す。 

 
② 社会保障関係経費の増加 

保育関係経費を中⼼とする、主な社会保障関係費は 10 年間余で倍増しています。今後も
少⼦⾼齢化の進展により、増加が続く見込みです。 
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■主な社会保障関係経費の推移

生活保護費 障害者自立支援給付
介護保険・後期⾼齢者医療会計操出金 保育関係経費

投資的経費
250億円

(9%)

その他経費
1,034億円

(37%)

人件費
487億円
(17%)

扶助費
994億円
(35%)

公債費
61億円
(2%)

義務的経費
1,542億円

(54%)

■令和３年度一般会計歳出予算

歳出予算総額 

2,826 億円 

義務的経費
1,542 億円 

(年度) 

(億円) 

H20:449 億

R2：917 億
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③ 老朽化が進む公共施設への対応経費の増加 

⾼度経済成⻑期に建設した区立施設が更新時期を迎えており、これらの施設すべての改
修・改築経費は 3,800 億円以上要する見込です。 

 

 

（３） 起債と基金の状況 

令和３年度当初予算編成では、新型コロナの感染拡大による経済の落ち込みが想定される
なか、基金・起債を合わせて 270 億円を活用しました。 

令和３年度は既に３度の補正予算を編成しており、これらへの基金の活用と合わせると、
令和３年度末の基金現在⾼は 858 億円に減少し、起債残⾼は 611 億円に増加する見込みで
す。 

この先、コロナ禍からの経済回復が遅れ、同じペースで基金・起債の活用を続けざるを得
なくなった場合、数年で基金は底をつき、起債残⾼が膨大な金額となることが懸念されます。 
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■起債・基金現在⾼の推移

起債残⾼ 基金残⾼

(億円)

改修・改築経費 
3,800 億円以上 

（年度） 

（年度） 
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